
別紙10-3

【政策ごとの予算額等】

政策評価調書（個別票１）

（千円）

政策名 多様な職業能力開発の機会を確保し、生産性の向上に向けた人材育成を強化すること

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い
今年度はモニタリング等のため、５
段階達成度合いは記載できない。

番号 VI-1-1

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度概算要求額

予
算
の
状
況

当初予算

56,911,169 58,241,449 63,413,147 93,624,232

補正予算

0 0 0

96,889,851

＜70,276,714＞ ＜69,239,812＞ ＜71,835,611＞ ＜74,746,873＞ ＜74,673,453＞

0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

繰越し等

-21,237 -197,582 157,667

＜234,942＞ -＜114,555＞ ＜112,218＞

計

56,889,932 58,043,867 63,570,814

＜70,511,656＞ ＜69,125,257＞ ＜71,947,829＞

執 行 額

50,347,203 53,129,382 52,430,689

＜70,022,826＞ ＜68,756,901＞ ＜71,019,357＞
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番号 VI-1-1

会計 組織／勘定

● 1 一般 厚生労働本省

● 2 一般 厚生労働本省

● 3 労働保険特別 雇用勘定

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞＜ ＞

○ 2 ＜ ＞＜ ＞

○ 3 ＜ ＞＜ ＞

○ 4 ＜ ＞＜ ＞

◇ 1 労働保険特別 雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

◇ 2 労働保険特別 雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

◇ 3 労働保険特別 雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

◇ 4 労働保険特別 雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

政策評価調書（個別票２）

政策名 多様な職業能力開発の機会を確保し、生産性の向上に向けた人材育成を強化すること
（千円）

予　算　科　目 予算額

整理番号 項 事項
30年度

当初予算額
31年度

概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

職業能力開発強化費 職業能力開発の強化に必要な経費 4,733,149 5,427,933

職業能力開発強化費 職業能力開発の強化の推進に必要な経費 17,401 17,308

職業能力開発強化費 職業能力開発の強化に必要な経費 88,873,682 91,444,610

小計
93,624,232 96,889,851

の内数 の内数

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構運営
費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構運営費交付金に必要
な経費

69,703,298 68,884,936

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構施設
整備費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構施設整備費に必要な
経費

3,015,016 3,740,100

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費 独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必要な経費 1,903,123 1,877,092

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整備費 独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整備に必要な経費 125,436 171,325

小計
＜74,746,873＞ の内数 ＜74,673,453＞ の内数

合計
93,624,232 96,889,851

＜74,746,873＞ の内数 ＜74,673,453＞ の内数
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【政策ごとの予算額等】

執 行 額

3,700,759 4,645,461 6,172,460

＜70,022,826＞ ＜68,756,901＞ ＜71,019,357＞

計

5,297,324 5,724,927 6,771,862

＜70,511,656＞ ＜69,125,257＞ ＜71,947,829＞

繰越し等

-193,040 0 0

＜234,942＞ -＜114,555＞ ＜112,218＞

0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

4,024,666

＜70,276,714＞ ＜69,239,812＞ ＜71,835,611＞ ＜74,746,873＞ ＜74,673,453＞

予
算
の
状
況

当初予算

5,490,364 5,724,927 6,771,862 3,946,304

補正予算

0 0 0

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度概算要求額

政策評価調書（個別票１）

（千円）

政策名 若年者等に対して段階に応じた職業キャリア支援を講ずること

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い
今年度はモニタリング等のため、５
段階達成度合いは記載できない。

番号 VI-2-2
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番号 VI-2-2

会計 組織／勘定

● 1 一般 厚生労働本省

● 2 一般 厚生労働本省

● 3 一般 都道府県労働局

● 4 一般 都道府県労働局

● 5 労働保険特別 雇用勘定

◆ 1 労働保険特別 雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

◆ 2 労働保険特別 雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞＜ ＞

○ 2 ＜ ＞＜ ＞

○ 3 ＜ ＞＜ ＞

○ 4 ＜ ＞＜ ＞

◇ 1 労働保険特別 雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

◇ 2 労働保険特別 雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞＜ ＞

若年者等に対する職業能力開発の支援に必要な経費 1,098,525 1,038,248

合計
3,946,304 4,024,666

＜74,746,873＞ の内数 ＜74,673,453＞ の内数

小計
＜2,028,559＞ の内数 ＜2,048,417＞ の内数

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費 独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必要な経費 1,903,123 1,877,092

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整備費 独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整備に必要な経費 125,436 171,325

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計
＜72,718,314＞ の内数 ＜72,625,036＞ の内数

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構運営
費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構運営費交付金に必要
な経費

69,703,298 68,884,936

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構施設
整備費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構施設整備費に必要な
経費

3,015,016 3,740,100

小計
3,946,304 4,024,666

の内数 の内数

3,229

若年者等職業能力開発支援費 若年者等に対する職業能力開発の推進に必要な経費 3,435 3,070

若年者等職業能力開発支援費 若年者等に対する職業能力開発の支援に必要な経費 2,778,676 2,921,977

若年者等職業能力開発支援費

30年度
当初予算額

31年度
概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

若年者等職業能力開発支援費 若年者等に対する職業能力開発の支援に必要な経費 62,531 58,142

若年者等職業能力開発支援費 若年者等に対する職業能力開発の推進に必要な経費 3,137

政策評価調書（個別票２）

政策名 若年者等に対して段階に応じた職業キャリア支援を講ずること
（千円）

予　算　科　目 予算額

整理番号 項 事項
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【政策ごとの予算額等】

執 行 額

6,418,679 6,305,666 6,233,761

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

計

6,715,132 6,460,206 6,521,268

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

繰越し等

0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

6,614,467

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜2,028,559＞ ＜2,048,417＞

予
算
の
状
況

当初予算

6,715,132 6,460,206 6,521,268 6,659,359

補正予算

0 0 0

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度概算要求額

政策評価調書（個別票１）

（千円）

政策名 福祉から自立に向けた職業キャリア形成の支援等をすること

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い
今年度はモニタリング等のため、５
段階達成度合いは記載できない。

番号 VI-2-3
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番号 VI-2-3

会計 組織／勘定

● 1 一般 厚生労働本省

● 2 一般 厚生労働本省

● 3 労働保険特別 雇用勘定

● 4

● 5

◆ 1 一般 厚生労働本省

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞＜ ＞

○ 2 ＜ ＞＜ ＞

○ 3 ＜ ＞＜ ＞

○ 4 ＜ ＞＜ ＞

◇ 1 労働保険特別 雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

◇ 2 労働保険特別 雇用勘定 ＜ ＞＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞＜ ＞

障害者に対する職業能力開発の支援に必要な経費 1,720,708 1,705,238

合計
6,659,359 6,614,467

＜2,028,559＞ の内数 ＜2,048,417＞ の内数

小計
＜2,028,559＞ の内数 ＜2,048,417＞ の内数

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費 独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必要な経費 1,903,123 1,877,092

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整備費 独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整備に必要な経費 125,436 171,325

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計
878,637 867,964

の内数 の内数

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構運営
費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構運営費交付金に必要
な経費

878,637 867,964

小計
5,780,722 5,746,503

の内数 の内数

2,855,203

障害者職業能力開発支援費

30年度
当初予算額

31年度
概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

障害者等職業能力開発支援費 障害者等に対する職業能力開発の支援に必要な経費 1,203,736 1,186,062

障害者等職業能力開発支援費 障害者等に対する職業能力開発の推進に必要な経費 2,856,278

政策評価調書（個別票２）

政策名 福祉から自立に向けた職業キャリア形成の支援等をすること
（千円）

予　算　科　目 予算額

整理番号 項 事項
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【政策ごとの予算額等】

執 行 額

3,756,735 4,063,359 4,240,368

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

計

4,125,528 4,096,487 4,388,081

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

繰越し等

0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

4,884,866

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜2,028,559＞ ＜2,048,417＞

予
算
の
状
況

当初予算

4,125,528 4,096,487 4,388,081 4,725,133

補正予算

0 0 0

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度概算要求額

政策評価調書（個別票１）

（千円）

政策名 技能継承・振興のための施策を推進すること

評価方式 総合･実績･事業 政策目標の達成度合い 目標達成 番号 VI-3-1
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番号 VI-3-1

会計 組織／勘定

● 1 労働保険特別 雇用勘定

● 2

● 3

● 4

● 5

◆ 1 労働保険特別 雇用勘定

◆ 2 労働保険特別 雇用勘定

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞＜ ＞

○ 2 ＜ ＞＜ ＞

○ 3 ＜ ＞＜ ＞

○ 4 ＜ ＞＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞＜ ＞

合計
4,725,133 4,884,866

＜2,028,559＞ の内数 ＜2,048,417＞ の内数

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計
＜＞ の内数 ＜＞ の内数

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計
＜2,028,559＞ の内数 ＜2,048,417＞ の内数

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費 独立行政法人労働政策研究・研修機構運営費交付金に必要な経費 1,903,123 1,877,092

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整備費 独立行政法人労働政策研究・研修機構施設整備に必要な経費 125,436 171,325

小計
4,725,133 4,884,866

＜＞ の内数 ＜＞ の内数

30年度
当初予算額

31年度
概算要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

技能継承・振興推進費 技能継承・振興の推進に必要な経費 4,725,133 4,884,866

政策評価調書（個別票２）

政策名 技能継承・振興のための施策を推進すること
（千円）

予　算　科　目 予算額

整理番号 項 事項


